
特集●教育・経営の多様化、進化  高校改革の「今」

A 

少
子
化
に
よ
り
再
編
・
整
備
が

進
む
一
方
、
多
様
化
、
特
色
化
へ

　
高
校
進
学
率
は
３
年
連
続
で
過
去
最

高
の
98
・
8
%
を
記
録
し
て
い
る
。
進

学
率
が
1
0
0
%
に
近
い
値
の
た
め
、

少
子
化
の
影
響
を
そ
の
ま
ま
受
け
、

2
0
1
9
年
度
現
在
、
生
徒
数
は
ピ
ー

ク
だ
っ
た
1
9
9
0
年
度
に
比
べ
4
割

強
も
減
少
。
併
せ
て
学
校
再
編
・
整
備

が
進
み
、
学
校
数
は
1
割
強
減
っ
て
い

る
【
図
表
1
】。
そ
の
一
方
で
社
会
環

境
の
変
化
や
生
徒
の
多
様
化
に
合
わ
せ

た
改
革
に
よ
り
、
こ
れ
ま
で
に
な
い
特

色
を
持
つ
高
校
が
現
れ
て
い
る
。

　
近
年
の
変
化
を
課
程
や
学
科
、
教
育

体
系
等
の
面
か
ら
見
て
い
く
。

　
課
程
別
に
見
る
と
高
校
生
の
９
割
以

上
が
全
日
制
に
通
っ
て
い
る
が
、
近
年

は
通
信
制
に
通
う
生
徒
の
割
合
が
上
昇

し
て
い
る
【
図
表
３
】。
こ
の
要
因
と

し
て
、
不
登
校
児
童
生
徒
の
増
加
が
考

え
ら
れ
る
が
、
特
色
あ
る
教
育
を
提
供

す
る
N
高
校
（
在
籍
者
約
１
万
人
）
の

よ
う
な
、
新
し
い
タ
イ
プ
の
通
信
制
高

校
が
登
場
し
た
影
響
も
あ
る
だ
ろ
う
。

　
総
合
学
科
数
と
単
位
制
高
校
数
も
増

加
し
て
い
る
【
図
表
４
、
５
】。
総
合

学
科
で
は
、
幅
広
い
科
目
の
中
か
ら
、

生
徒
自
身
が
時
間
割
を
作
成
し
て
学

ぶ
。単
位
制
高
校
は
学
年
区
分
が
な
く
、

自
分
の
ペ
ー
ス
や
興
味
・
関
心
に
合
わ

せ
て
履
修
で
き
る
。
ど
ち
ら
も
将
来
の

進
路
に
合
わ
せ
た
科
目
選
び
が
で
き
る

の
が
特
徴
だ
。
た
だ
し
、
総
合
学
科
に

つ
い
て
は
生
徒
の
目
的
意
識
の
低
さ
や

安
易
な
科
目
選
択
と
い
っ
た
課
題
が
指

摘
さ
れ
て
い
る
。

　
中
高
一
貫
校
の
人
気
も
高
ま
っ
て
い

る
。
6
年
間
を
通
し
た
独
自
カ
リ
キ
ュ

ラ
ム
が
組
め
る
の
で
、
特
色
化
を
図
り

や
す
い
。学
校
数
も
右
肩
上
が
り
だ【
図

表
６
】。
学
校
運
営
に
保
護
者
や
地
域

住
民
が
参
画
す
る
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
・

ス
ク
ー
ル
導
入
校
の
急
増
も
注
目
し
た

い
【
図
表
７
】。
高
校
の
地
域
活
動
は

こ
れ
か
ら
な
の
で
、
先
行
し
て
い
る
大

学
は
連
携
の
余
地
が
あ
る
だ
ろ
う
。

　
教
育
再
生
実
行
会
議
は
生
徒
の
約
７

割
が
在
籍
す
る
普
通
科
の
４
類
型
化

（「
キ
ャ
リ
ア
を
デ
ザ
イ
ン
す
る
力
の
育

成
」「
地
域
課
題
の
解
決
」
な
ど
）
を

検
討
す
る
提
言
を
出
し
た
。
高
校
の
多

様
化
、
特
色
化
は
よ
り
進
む
だ
ろ
う
。

高
校
経
営
の
現
状
と
課
題
は
？

Q

高
校
の
再
編
、多
様
化
、特
色
化

を
受
け
止
め
た
連
携
施
策
を
。

POINT

＊１　2017年度現在、いわゆる不登校児童生徒数は、小・中学校で計217,040人、高校で80,313人
　　（「平成29年度児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査結果について」参照）
＊2　コミュニティ・スクールとは、「地域とともにある学校」への転換をめざし、住民や保護者も参加する学校運営協議会で運営を行う学校

＊１

＊2

高校経営
生徒数が減少する中、多くの高校が定員充足面で課題を抱えている。
生徒数の減少は、学校のみならず地域の活性化においてもマイナスになる。
高校はこの課題にどう対応しているのか。データを交えて見ていく。

普通科　多様化へ

高校改革の
「今」Q&A

取材・文／本間学　撮影（P29）／亀井宏昭
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【図表2】高校の主な制度改革の歴史 【図表1】高等学校数と在籍生徒数の推移 

【図表4】総合学科数の推移 

【図表6】中高一貫校数の推移 【図表7】コミュニティ・スクールを
導入している高等学校数の推移 

【図表5】単位制高等学校数の推移 【図表3】課程別生徒数の割合の推移

1988 

1989 

1993 

1994 

1998 

1999 

2004

2005

2015

2017

単位制高等学校の導入（定時制・通信制）

定時制・通信制高校の修業年限の弾力化（４年以上→３年以上）

単位制高等学校の全日制への拡大。学校間連携、学校外学修の単位認定の導入

総合学科（普通教育・専門教育の選択履修を総合的に行う学科）の導入

学校外学修の単位認定対象範囲の拡大

中高一貫教育制度の導入

コミュニティ・スクールの導入

学校外学修等の認定可能単位数の拡大（20→36単位）

改革内容

全日制 定時制 通信制

単位制の
全日制・定時制・
通信制高校の合計
うち全日制

学校数 生徒数年

2014年 2015年 2016年 2017年 2018年
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全日制・定時制課程の高等学校における遠隔教育の制度化
専攻科修了者の大学への編入学制度の創設

通信制高校の面接指導等実施を学則必須記載事項に追加
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＊【図表1・3～6】文部科学省資料を基に編集部で作成。但し2019年度分については、令和元年度学校基本調査速報値を基に編集部で計算したもの
＊【図表７】文部科学省「コミュニティ・スクールの導入・推進状況」を基に編集部で作成

＊第43回 教育再生実行会議配布資料「新時代に対応した
　高等学校改革に関する参考資料」を基に編集部で作成 
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連携型 ： 教育課程の編成や教員・生徒間交流等による一貫教育。設置者は別でもよい
併設型 ： 同一の設置者が中高を設置。高校入試は行わない
中等教育学校 ： 一つの学校として一体的に中高一貫教育を行う
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高
校
の
募
集
状
況
は
？

Q

A 

私
立
高
校
の
７
割
が
定
員
割

れ
。
公
立
校
は
県
外
募
集
へ
。

　
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団

の
発
表
資
料
に
よ
れ
ば
、
2
0
1
8
年

度
に
定
員
割
れ
を
起
こ
し
た
私
立
高
校

は
全
体
の
約
７
割
に
上
る
【
図
表
８
】。

都
道
府
県
別
に
見
る
と
平
均
1
0
0
％

を
超
え
て
い
る
の
は
埼
玉
県
、岡
山
県
、

新
潟
県
、
富
山
県
の
み
。
反
対
に
秋
田

県
、
徳
島
県
・
香
川
県
で
は
充
足
率
が

60
％
を
下
回
る
な
ど
、
募
集
に
苦
戦
し

て
い
る
。

　
公
立
高
校
は
ど
う
か
？
　
少
子
化
に

よ
る
再
編
が
進
み
、
2
0
0
5
年
と

2
0
1
9
年
を
比
較
す
る
と
5
3
2
校

減
少
し
た
（
4
0
8
2
校
↓
3
5
5
0

校
）。
各
都
道
府
県
は
「
魅
力
化
に
向

け
た
取
り
組
み
の
方
針
」「
望
ま
し
い

学
校
規
模
の
設
定
」「
統
廃
合
の
基
準

の
設
定
」
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
再
編
整

備
計
画
を
策
定
し
、
一
定
の
成
果
を
上

げ
て
は
い
る
が
（
地
域
ニ
ー
ズ
に
応
じ

た
学
校
・
学
科
を
設
置
し
た
結
果
、
志

願
者
数
が
増
加
す
る
、
総
合
学
科
の
創

設
に
よ
る
多
様
な
教
育
の
提
供
な
ど
）、

一
方
で
課
題
も
多
く
残
る
（
統
合
を
実

施
し
た
も
の
の
志
願
倍
率
が
低
迷
す

る
、
高
校
が
な
く
な
っ
た
地
域
の
活
力

が
低
下
、
な
ど
）【
図
表
９
】。

　
こ
う
し
た
状
況
の
中
、
文
部
科
学
省

が
2
0
1
8
年
に
実
施
し
た
調
査
に
よ

れ
ば
、
全
国
32
道
県
3
0
6
の
公
立
高

校
で
、
県
外
募
集
を
実
施
し
て
い
る
こ

と
が
わ
か
っ
た
。
人
口
減
に
悩
む
地
方

の
公
立
高
校
が
、
そ
の
高
校
で
し
か
学

べ
な
い
授
業
や
部
活
動
な
ど
で
特
色
を

出
し
、
生
徒
を
全
国
募
集
し
て
い
る
。

特
定
の
運
動
部
で
の
募
集
が
目
立
つ

が
、
長
崎
県
の
対
馬
高
校
な
ど
離
島
に

設
置
さ
れ
た
高
校
が
「
離
島
留
学
特
別

選
抜
」
を
行
っ
た
り
、
岩
手
県
の
種
市

高
校
の
よ
う
に
全
国
唯
一
の
「
海
洋
開

発
科
」
に
つ
い
て
全
国
募
集
を
行
っ
た

り
す
る
例
も
あ
る
。

　
地
方
の
場
合
、
廃
校
が
地
域
の
衰
退

に
も
つ
な
が
り
か
ね
な
い
。
公
立
高
校

の
募
集
活
動
で
も
、
特
色
化
が
キ
ー
に

な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
地
域
の
視
点
で

は
近
隣
の
高
校
と
の
特
色
の
す
み
分
け

が
課
題
と
な
る
だ
ろ
う
。

　
一
方
、
大
学
に
目
を
向
け
る
と
、
最

新
の
学
校
基
本
調
査
で
は
大
学
・
短
大

進
学
率
は
58
・
1
％
、
専
門
学
校
進
学

率
は
23
・
6
％
と
、
過
去
最
高
と
な
っ

た
。
次
年
度
以
降
も
高
等
教
育
無
償
化

の
影
響
に
よ
り
上
昇
す
る
可
能
性
が
あ

る
が
、
18
歳
人
口
の
減
少
と
い
う
問
題

が
解
決
さ
れ
る
わ
け
で
は
な
い
。
高
校

の
動
き
に
注
目
し
つ
つ
、
今
後
の
大
学

教
育
の
あ
り
方
、
そ
し
て
大
学
の
経
営

に
つ
い
て
考
え
る
べ
き
だ
ろ
う
。

募
集
地
域
の
高
校
が
抱
え
る

課
題
と
そ
の
対
応
に
注
目
を
。

POINT

初等中等教育局
参事官（高等学校担当）

塩川達大
しおかわたつひろ●1996年4月
文部科学省入省。岐阜県教育委員
会学校支援課長、初等中等教育局
児童生徒課課長補佐、スポーツ庁政
策課学校体育室室長などを経て、
2019年7月より現職。

■高等学校教育改革のスケジュール

ーー新学習指導要領がめざすものは？
　現在、大学の経営や教育を担う皆さんが高校生
だった頃と、社会や高校、高校生の様相は様変わり
しています。平成２年をピークに高校数は約１割、生
徒数は約４割減少し、ICTも大きく革新しました。30
年前はワープロが普及し始めた頃。デジタルネイティ
ブの今の高校生には想像もできない時代でしょう。し
かし、これからは、今まで以上に変化が加速度的に
訪れ、不確実性が増します。そうした社会において
は、生涯にわたって自分自身を常にアップデートして
いくことが不可欠です。その基盤となる資質・能力を
育成することが、高校段階の新学習指導要領の
ゴールだと捉えています。
　新学習指導要領は2022年から年次進行で実施
されます。すでに一部の高校は「自校ではどういう教
育を提供していくのか」を議論し、カリキュラム・マネジ
メントの確立に取り組んでいます。高校も大学と同
様、３ポリシーを明確化するべきだと教育再生実行
会議でも検討されています。
　私見ですが、日本の学校では制度発足時の「知識
を伝授する」というサプライヤーの発想に傾きすぎた
授業が今も少なくないと思います。しかし、不確実性

が高まる社会においては、「学修者の視点に立った
教育の提供」がより求められるのではないでしょうか。

ーー高大接続への取り組みと課題は？
　「高校生に多様な学びの場を提供する」という観
点の重要性が増しています。その意味では、大学と
の連携も必要でしょうし、地域や他の高校との連携も
進めていくべきでしょう。文科省は本年度からイノベー
ティブなグローバル人材を育成する「WWLコンソーシ
アム構築支援事業」＊を開始しました。コンソーシアム
には海外の高校、大学だけでなく、国内の大学にも
積極的に参加してもらいたいと考えています。
　これまで日本の大学入試はペーパーテストによるも
のがほとんどでした。入試にかけるコストが少なくて済
むうえに、公平性の高さに重きが置かれてきたためで
す。しかし、これからは定量化しにくい資質・能力も、入
試で見ていく努力が求められます。推薦では「全国大
会で○位」といった基準が用いられたりしています
が、もっと「高校生活で何を学んで、どう成長したか」
を評価すべきではないでしょうか。近頃は、生徒の学
びによる変容を可視化するために、ポートフォリオを
取り入れる高校が増えています。これを高大接続に
生かすためには、ポートフォリオを導入する高校、それ
を入試で活用する大学の両方が増えていかなければ
なりません。文科省としては好事例を紹介して、横展
開することで改革を推進することを考えています。
　社会的なコンセンサスを得ている入試のあり方を変
えるのには時間がかかります。粘り強く、学修者本位の
教育の流れを高校と大学が大きくし、シームレスにつな
げていきませんか。それこそがSociety5.0時代の高大
接続がめざすべきあり方ではないでしょうか。

高
校
か
ら
見
た
高
大
接
続
改
革
の
課
題
は
？

―
―
学
修
者
本
位
の
指
導
と
評
価
に
転
換
を

文部科学省に聞く！

常に自分をアップデートできる人材に
必要な資質・能力の育成

学修者本位の教育を
高校と大学がシームレスにつなぐ

「高校生のための
学びの基礎診断」の

しくみの構築

「学びの基礎診断」
実施開始

検証・見直し 新学習指導要領に
対応した診断開始

新学習指導要領をふまえた対応

制度改正に基づく教員の養成・採用・研修の充実

教科書作成・検定・採択・供給 新学習指導要領（年次進行で実施）

多面的な評価の推進
・学習評価のあり方の見直しや指導要録の改善
・学習成果を多面的に評価するツールとしての民間検定等の活用の促進
・生徒自身の自発的なキャリア形成を促す方策の推進  

年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

教育課程の見直し

学習指導方法の改善、
教員の指導力の向上

多面的な評価の充実

＊ワールド・ワイド・ラーニング コンソーシアム構築支援事業、詳細はP.19参照

＊文部科学省「高大接続改革の進捗状況について」2019年1月より

（校）

【図表8】私立高校の入学定員充足率別学校数の推移
100％以上の学校数 70％以上100％未満の学校数 70％未満の学校数

【図表9】統廃合の内容と成果、課題

▶学級数が適正規模になり集団
活動が充実
▶地域ニーズに応じた学校・学科
の設置で志願者数増加
▶統合による総合学科の創設で
多様な教育を行えるようになった、
など 

▶高校がなくなることによる地域の
活力低下
▶OBや地域住民の理解が得にくい
▶統合後の志願率低迷
▶統合後の通学の負担増
▶小規模校で存続する場合の教育
環境の問題
▶生徒数減少によるさらなる統廃合の必要 
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１ 魅力化に向けた取り組みの方針　　　　

　 （例）普通科における特色づくり、専門学科における教育の活性化、
　 グローバル化に向けた取り組みの充実、地域との連携促進など　　

２ 望ましい学校規模の設定　　　　　　　　

　  （例）1学年３～8学級を適正規模として設定など　　　　　　　

３ 統廃合の基準の設定　　　　　　　　　

　  （例）入学者が1学年80人を2年連続して維持できない場合は
　  統合を検討など

＊日本私立学校振興・共済事業団「平成30年度私立高等学校入学志願動向」

＊文部科学省「小中学校及び高等学校の統廃合の現状と課題」を基に編集部で作成

＊「公立高等学校入学者選抜における県外からの募集実施状況」。一家転住等やむを得ない場合や県境隣接地域からの入学志願者を除いたもの

＊
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